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フュージョンインダストリーの育成戦略
Developing the Fusion industry
【見える】
・研究開発の加速による原型炉の早期実現
・技術及び産業マップ作成によるターゲット明確化
【繋がる】
・ R5年度の設立を目指す核融合産業協議会で
のマッチング

【育てる】
・民間企業が保有する技術シーズと産業ニーズ
のギャップを埋める支援をR5年度から強化
・安全規制・標準化に係る同志国間での議論へ
の参画
・固有の安全性等を踏まえた安全確保の基本的
な考え方の策定

フュージョンテクノロジーの開発戦略
Technology

・ゲームチェンジャーとなりうる小型化・高度化等の
独創的な新興技術の支援策の強化

・ITER計画/BA活動を通じてコア技術の獲得

・将来の原型炉開発を見据えた研究開発の加速

・フュージョンエネルギーに関する学術研究の推進

・新技術を取り組むことを念頭においた原型炉開
発のアクションプランの推進

フュージョンエネルギー・イノベーション戦略の推進体制等 Promotion
・内閣府が政府の司令塔となり、関係省庁と一丸となって推進
・原型炉開発に向けて、QSTを中心にアカデミアや民間企業を結集して技術開発を実施する体制（フュージョンテクノロジー・イノベーション拠点の設立）
・将来のキャリアパスを明確化し、フュージョンエネルギーに携わる人材を産学官で計画的な育成
・国内大学等における人材育成を強化するとともに、他分野や他国から優秀な人材の獲得（フュージョンエネルギー教育プログラムの提供）
・国民の理解を深めるためのアウトリーチ活動の実施

・2050年カーボンニュートラルの実現
・ロシアのウクライナ侵略により国際的
なエネルギー情勢が大きく変化
・エネルギー安全保障の確保

・フュージョンエネルギーの特徴（①カーボンニュートラル、
②豊富な燃料、③固有の安全性、④環境保全性）
・エネルギーの覇権が資源から技術を保有する者へとパラ
ダイムシフト

・諸外国におけるフュージョンエネルギー開発への民間投資の増加
・米国や英国政府はフュージョンエネルギーの産業化を目標とした国家
戦略を策定
（＝自国への技術の囲い込みを開始）
・技術的優位性と信頼性を有する我が国が、技術で勝って事業で負け
るリスク
・他国にとっては有力なパートナーであり、海外市場を獲得するチャンス

エネルギー・環境問題の解決策としてのフュージョンエネルギー 新たな産業としてのフュージョンエネルギー

プラズマ加熱
Plasma Heating

重水素
Deuterium

三重水素
Tritium ++

フュージョンエネルギー・イノベーション戦略概要
 フュージョンエネルギーを新たな産業として捉え、構築されつつある世界のサプライチェーン競争に我が国も時機を逸せずに参入。
 ITER計画/BA活動、原型炉開発と続くアプローチに加え、産業化等の多面的なアプローチによりフュージョンエネルギーの実用化を加速。
 産業協議会の設立、スタートアップ等の研究開発、安全規制に関する議論、新興技術の支援強化、教育プログラム等を展開。

産業育成戦略（D）＋ 技術開発戦略（T）
×推進体制等（P）

の反応により達成する、国家戦略のビジョン
『世界の次世代エネルギーである

フュージョンエネルギーの実用化に向け、
技術的優位性を活かして市場の勝ち筋を掴む、

“フュージョンエネルギーの産業化”』

出典：https://science.osti.gov/-/media/fes/pdf/fes-
presentations/2022/Wurzel---PPP-Lighning-round-talk.pdf

3



（参考）フュージョンエネルギー・イノベーション戦略①
３－２．フュージョンテクノロジーの開発戦略（抄）
将来の不確実性に備えて、戦略的自律性及び不可欠性を踏まえたフュージョンテクノロジーのポートフォリオを描くため、

ITER計画/BA活動及び関連する国内研究開発を通じてフュージョンエネルギーのコアとなる技術開発の推進に加えて、
未来の可能性を拓く挑戦的な研究も支援する。

● 将来の原型炉開発を見据えた研究開発を加速すること【文】

将来の原型炉に向けた設計を加速するため、民間企業の更なる参画を促すための仕組みを導入するとともに原型炉の
研究開発を推進する。

● フュージョンエネルギーに関する学術研究を引き続き推進すること【文】

フュージョンエネルギーは多様な技術の集合体であり、更なる広がりを持ちうることに加えて、多くの未解決課題を持つが
ゆえのイノベーションの不確実性から、引き続き、幅広い分野の知的創造活動である学術研究を推進する。

● スタートアップを含めた民間企業等による新技術を取り込むことを念頭において原型炉開発のアクションプランを
推進すること【文】

ITER計画等の研究成果を基に作成したアクションプランは合理的であるため、それをベースにする一方、フュージョン
エネルギーの早期実現やコストダウン等に貢献する新興技術や国際協力を柔軟に取り込むべきである。
また、原型炉開発に必要な技術ニーズが民間企業には不明確なことから、自社の技術レベルとのギャップを測ることが
できず、参画に足踏みされる。加えて、長期かつ困難な技術開発を伴うプロジェクトであることから、その開発において適切
な技術ロードマップを作成の上、ステージゲート方式を導入し、適切な進捗管理を行う。
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（参考）フュージョンエネルギー・イノベーション戦略②
３－３．フュージョンエネルギー・イノベーション戦略の推進体制等（抄）
今回策定する国家戦略を、推進力を持って産学官連携で取り組むため、戦略を推進する枠組みを構築する。

● 原型炉開発に向けてQSTを中心に、アカデミアや民間企業を結集して技術開発を実施する体制、民間企業を
育成する体制を構築すること【文】

原型炉への移行判断の後に体制を構築しては産業化に乗り遅れるため、体制構築に向けた議論を令和５年度より
開始する。ただし、原型炉開発の主体のいない現状においては、まずは QSTを中心としつつ民間企業も参加する実施
体制を構築するとともに、進展に応じて適切な体制とする。それにより、商用炉の主体となりうる民間企業を育成する。

● QSTにITER計画/BA活動等で培った技術の伝承・開発や産業化、人材育成を見据えた
フュージョンテクノロジー・イノベーション拠点を設立すること【文】

市場獲得を目指し、QSTが保有する技術を早期に民間企業へ移転するため、研究開発から社会実装まで取り組む
フュージョンテクノロジー・イノベーション拠点の早期設立を目指し、令和５年度から検討を開始する。拠点においては、
民間企業と繋ぐ技術コーディネーターの設置や、QSTが保有する施設・設備の民間企業への供用等に取り組む。
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（参考）フュージョンエネルギー・イノベーション戦略③
３－３．フュージョンエネルギー・イノベーション戦略の推進体制等（抄）
今回策定する国家戦略を、推進力を持って産学官連携で取り組むため、戦略を推進する枠組みを構築する。

● 将来のキャリアパスを明確化し、フュージョンエネルギーに携わる人材を産学官で計画的に育成すること【文】

原型炉開発などのフュージョンエネルギーに携わる人材の戦略的な育成のため、原子力分野等を含む産業界やアカデミア
からの若手人材を、ITER計画や JT-60SA等の国内外の大型計画に対して派遣する取組を推進する。その派遣された
人材が、継続的にフュージョンエネルギーのポストで活躍するといった人材の流動化が起きるよう、所属機関でのポジションを
維持したまま派遣するなど、キャリアパスに配慮する。

● 国内大学等における人材育成を強化するとともに、他分野や他国から優秀な人材を獲得する取組を行うこと【文】

少子化により人材が不足している日本において、フュージョンエネルギー人材の母数を増加させるため、核融合科学の学
際化を進めて幅広い頭脳循環を実現することで、他分野や海外から人材を獲得する。複数大学からの学生や若手研究
者、海外からの人材等が参加し、フュージョンエネルギーに関して俯瞰的に学習できる教育プログラムの提供に向けた検討
を進める。

● 国民の理解を深めるアウトリーチ活動を実施すること【文】

社会的受容性を高めながらフュージョンエネルギーの実用化を進めていくため、アウトリーチヘッドクォーターの体制を強化し、
フュージョンエネルギーへの国民理解を深める活動を推進する。
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フュージョンエネルギーの実現に向け、 「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略(令和5年4月 統合イノベーション戦略推進会議)」を踏まえ、国際約束に基づき核融合実験炉の建設・運転を行う
ITER計画、ITER計画を補完・支援する研究開発を行う幅広いアプローチ(BA)活動、原型炉実現に向けた研究開発及び人材育成等の基盤整備や、 ムーンショット型研究開発制度を活用した
独創的な新興技術の支援を、長期的視野に立って実施。

BA活動等
令和6年度予算額(案)：6,592 百万円(4,554百万円）

令和5年度補正予算額：1,138百万円
令和6年度予算額(案)：14,306百万円(16,742百万円）

令和5年度補正予算額：3,800百万円

 ITER機構の活動（分担金）    3,604百万円（ 5,412百万円)
 量子科学技術研究開発機構(QST) における、             

ITER機器の製造等（補助金）    10,702百万円（11,329百万円)

ITER計画

〇半導体、バイオ、フュージョンエネルギー、AI(人工知能)など、年末に向けて、予算、税制、規制の
あらゆる面で、世界に伍して競争できる投資支援パッケージをつくってまいります。
※岸田内閣総理大臣 第211回通常国会閉会時記者会見（令和5年6月21日）

〇AI、量子技術、健康・医療、フュージョンエネルギー、バイオものづくり分野において、官民連携
による科学技術投資の抜本拡充を図り、科学技術立国を再興する。
※「経済財政運営と改革の基本方針 2023」（令和5年6月16日閣議決定）

〇戦略的に取り組むべき基盤技術 (5)フュージョンエネルギー 「今後の取組方針」
・ITER計画/BA活動を通じてコア技術を獲得する。【文】
・将来の原型炉開発を見据えた研究開発を加速する。【文】
※ 「統合イノベーション戦略 2023」（令和5年6月9日閣議決定）

○ 世界各国が人類共通の課題としてカーボンニュートラルに向けた目標に取組を加速する中、我が国も2050年
のカーボンニュートラル実現を掲げて、様々な取組を進めている。

○ 国際的なエネルギー情勢が大きく変化する中、エネルギー安全保障の確保が重要な課題。
○ フュージョンエネルギーは、①カーボンニュートラル②豊富な燃料③固有の安全性④環境保全性といった特長を
有することから、エネルギー問題と地球環境問題を同時に解決する次世代のエネルギーとして期待。

○ 国際協力で進めてきたITER計画の進捗も踏まえながら、各国独自の取組が加速し、スタートアップへの投資も
増加。フュージョンエネルギーを新たな産業として捉え、構築されつつある世界のサプライチェーンに我が国としても
時機を逸せずに参入すること等の多面的なアプローチが必要。

※その他、核融合科学研究所の超高温プラズマ学術研究基盤(LHD)計画に係る経費を国立大学法人運営費交付金に別途計上

○ 協  定：2007年10月発効
○ 参加極：日、欧、米、露、中、韓、印
○ 各極の費用分担(建設期)：

   欧州       日本 米国 ロシア 中国 韓国 インド
   45.5% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1%
※各極が分担する機器を調達・製造し、ITER機構が全体の組立・据付を実施
○ 計 画：【運転開始】2025年12月、【核融合運転開始】2035年12月

※新型コロナ感染症や「世界初」の機器製作の技術的挑戦により発生した
遅延からの回復、将来のリスク緩和を考慮に入れつつ、現在、ITER計画の
日程・コスト等を定める基本文書「ベースライン」の最適化に向けて、更新中。

○ 進  捗：各極及びITER機構において、機器の製造や組立・据付が進展。
日本からの最後のトロイダル磁場コイル(TF)コイルが搬入されるなど、
我が国に調達責任のある機器の製作や納入が着実に進展。

ITER計画・BA活動等のフュージョンエネルギー研究開発の推進

○ 協  定：2007年6月発効
○ 実施極：日、欧
○ 実施地：青森県六ヶ所村、茨城県那珂市
○ 進  捗：日欧が共同建設した世界最大のトカマク型超伝導プラズマ
実験装置「JT-60SA」が令和5年10月に「初プラズマ」を生成。

○ プラズマ制御装置など、運転本格化に必要な経費を計上するとともに、
原型炉実現に向けた研究開発及び人材育成等の基盤整備を実施。

令和６年度予算額（案） 213億円
（前年度予算額 213億円）
令和5年度補正予算額 249億円

背 景 政府文書等における関連の記載

概 要

ITERサイトの建設状況 (2023.4)

超伝導TFコイル日本製
最終号機の完成 (2023.2)

実験炉ITER
（フランスに建設中）

○ ITER等で培った技術も活かし、多様な社会実装に向け、小型化・高度化等の独創的な新興技術の
支援策を強化するため、ムーンショット型研究開発制度を活用し、フュージョンエネルギーが実現した、
未来社会からのバックキャスト的なアプローチによる挑戦的な研究の支援を強化。

担当：研究開発戦略官付（核融合・原子力国際協力担当）

 QSTにおける、日欧共同による「幅広いアプローチ(BA)活動」の推進（補助金）
①超伝導プラズマ実験装置「JT-60SA」の運転・整備 3,293百万円（1,945百万円)
②材料照射施設に関する工学実証・工学設計活動 657百万円（   640百万円)
③国際核融合エネルギー研究センター等 2,117百万円（ 1,722百万円)
 原型炉実現に向けた基盤整備(研究開発・人材育成等) 526百万円（ 246百万円)

ITER計画/BA活動、原型炉開発と続くアプローチに加え、
産業化等の多面的なアプローチによりフュージョンエネルギーの実用化を加速。

JT-60SA

ムーンショット型研究開発制度
令和5年度補正予算額：20,000百万円
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原型炉実現に向けた基盤整備（研究開発）
 フュージョンエネルギーの早期実現に向け、「フュージョンエネルギー・
イノベーション戦略」を踏まえ、量子科学技術研究開発機構(QST)
を中心に、アカデミアや民間企業を結集して技術開発を実施する体
制を構築し、将来の原型炉開発を見据えた研究開発を加速する。

 原型炉開発に向けて、QSTを中心としつつ、大学や企業等も参加
する実施体制を構築するため、「原型炉開発に向けたアクションプラ
ン(令和5年7月改訂版)」に基づき、項目別に公募を実施するなど、
大学や企業等の更なる参画を促すための仕組みを導入する。

 研究開発の進捗や取組状況については、核融合科学技術委員会 
原型炉開発総合戦略タスクフォース等において、随時確認。

令和６年度予算額（案）526百万円の内数（案）
※BA補助金「原型炉に向けた基盤整備」の内数

（参考） 原型炉開発に向けたアクションプラン(令和5年7月改訂版)項目
0. 炉設計 4. 加熱・電流駆動システム 8. 核融合炉材料と規格・基準
1. 超伝導コイル 5. 理論・シミュレーション 9. 安全性 12. サイト整備
2. ブランケット 6. 炉心プラズマ 10. 稼働率と保守 13. 社会連携
3. ダイバータ 7. 燃料システム 11. 計測・制御 14. レーザー方式

核融合科学技術委員会

原型炉開発総合戦略タスクフォース（TF）

文部科学省

アクションプランの策定 アクションプランの検討

実施体制とともに、研究開発の
進捗や取組状況等を報告

随時確認

…… ……
QSTが大学・企業等に対して公募（一部は直接実施）

B
A

補
助
金

＜体制図＞

QSTを中心とした実施体制 原型炉設計合同
特別チーム

【参考】フュージョンエネルギー・イノベーション戦略（令和5年4月14日 統合イノベーション戦略推進会議決定）
• 将来の原型炉開発を見据えた研究開発を加速すること【文】
将来の原型炉に向けた設計を加速するため、民間企業の更なる参画を促すための仕組みを導入するとともに原型炉の研究開発を推進する。

• スタートアップを含めた民間企業等による新技術を取り込むことを念頭において原型炉開発のアクションプランを推進すること【文】
ITER計画等の研究成果を基に作成したアクションプランは合理的であるため、それをベースにする一方、フュージョンエネルギーの早期実現やコストダウン等に
貢献する新興技術や国際協力を柔軟に取り込むべきである。
また、原型炉開発に必要な技術ニーズが民間企業には不明確なことから、自社の技術レベルとのギャップを測ることができず、参画に足踏みされる。加えて、
長期かつ困難な技術開発を伴うプロジェクトであることから、その開発において適切な技術ロードマップを作成の上、ステージゲート方式を導入し、適切な進捗
管理を行う。

• 原型炉開発に向けてQSTを中心に、アカデミアや民間企業を結集して技術開発を実施する体制、民間企業を育成する体制を構築すること【文】
原型炉への移行判断の後に体制を構築しては産業化に乗り遅れるため、体制構築に向けた議論を令和５年度より開始する。ただし、原型炉開発の主体
のいない現状においては、まずはQSTを中心としつつ民間企業も参加する実施体制を構築するとともに、進展に応じて適切な体制とする。それにより、商用炉
の主体となりうる民間企業を育成する。 9



（参考）原型炉研究開発の現行スキーム図について

核融合科学技術委員会

原型炉開発総合戦略タスクフォース

BA運営委員会

IFERC
事業委員会

IFERC事業長

事業チーム
原型炉設計活動ユニット

共同研究ワーキンググループ
(プロジェクトディレクター的機能)

QSTNIFS

QST F4E

共同研究調整サブグループ
（共同研究公募テーマの調整等を実施）

（１）QSTとNIFSを中核機関とした大学等との共同研究 （３）BA活動による研究

アクションプランの承認

（２）オールジャパンで取り組む研究

公募テーマの提案公募テーマの承認

原型炉設計合同特別チーム
プロジェクトオフィサー

指針提示 状況報告

大学等の自主・自律を前提とし
中・長期的な人材育成を含む
アクションプランを遂行する研究

助言 状況報告 助言 状況報告

QST・大学・研究機関・民間企業
アクションプランを直接的
に遂行する共同研究

大学・研究機関

共同研究

大学・研究機関・民間企業

共同研究

アクションプランの策定

文部科学省

アクションプランを直接的に遂行する研究開発

※ 今回の検討対象外

連携

状況把握 状況報告
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核融合科学技術委員会

原型炉開発総合戦略タスクフォース

アクションプランの承認

QST

アクションプランの策定

文部科学省

ガバニングボード

プログラムディレクター（PD）※事業の責任者

プログラムオフィサー（PO）
【研究開発】

プログラムオフィサー（PO）
【人材育成】

アドバイザリーボード
※原型炉設計合同特別チームのメンバー
等から構成

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

助言 助言

状況管理

事業計画の承認、事業の助言・評価 事業計画の提案

状況報告

助言

公募にて採択 公募にて採択

主な変更点及び論点

アクションプランを直接的に遂行する研究を
一元管理

（１）（２）という区分及び推進体制を、
PD/POの下で一元的に推進する体制に変更。
（論点）大学等の自主・自律を前提とし中・長
期的な人材育成を含むアクションプランを遂行す
る研究については、今後、整理。

ガバナンスの強化
共同研究WG等のボランタリーな体制による研究
テーマの設定、公募、採択、進捗管理ではなく、
文科省が委嘱するPD/PO体制の下で実施。

より成果の出る仕組みへの変更
研究課題、研究期間、研究費等をPD/POの下
で柔軟に設定。
（論点）アクションプランの各課題を推進するに
あたっての優先順位や考え方はどうあるべきか？

原型炉を見据えた取組との一体的な推進
同事業の中で人材育成プログラムも一体的に推
進。

司令塔である内閣府との連携
国家戦略や内閣府が今後検討する安全確保の
基本的な考え方等は、原型炉研究開発と相互
に関係することから、情報共有等の連携を実施。

状況管理 状況報告

内閣府
連携

※原型炉開発総合戦略タスクフォースが兼務

３．事業実施体制 （※第29回TF配付資料から抜粋）
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 第２回中間Check&Reviewに向け、アクションプランに沿って、オールジャパン体制
で原型炉研究開発に取り組む必要がある。

 原型炉設計合同特別チームにおける活動状況と第１回中間C&Rでの課題に対す
る取組状況を踏まえ、令和６年度に、BA補助金「原型炉に向けた基盤整備」に
基づき、優先的に実施すべき研究開発項目を選定した。

 表に◎が記載されていないアクションプラン項目の研究開発を実施しないという
意味ではなく、QSTもしくは特別チームのリソースの範囲内で各項目の研究開発 
は継続予定となっている。

 なお、公募事業としての研究開発項目の実施にあたっては、QSTのウェブサイトで
公告する「競争入札」もしくは「参加者確認公募」により、委託者を決定する。

令和6年度の原型炉研究開発の進め方（案）

原型炉開発総合戦略タスクフォース（第31回）
【資料3】原型炉設計合同特別チームにおける
活動状況とCR1での課題に対する取組

https://www.mext.go.jp/content/20231024_m
xt-kaisen_000032453_4.pdf
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令和６年度研究開発項目の検討例
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令和6年度に優先的に実施すべき研究開発項目（案）

アクションプラン項目 研究開発項目 QST
大学・産
業界等へ
の公募

0. 炉設計
機器・設備の製作性検討と開発項目の抽出
概念設計及び小規模技術開発

◎
◎

1. 超伝導コイル
矩形導体機械試験
高強度構造材料試作・試験

◎
◎

2. ブランケット ブランケット・リミターシステムの概念設計 ◎

3. ダイバータ 定常高密度プラズマ実験装置に関する検討 ◎

4. 加熱・電流駆動システム

5. 理論・シミュレーション

6. 炉心プラズマ

7. 燃料システム 大量トリチウム取扱施設に関する技術・設計検討 ◎

8. 核融合炉材料と規格・基準
A-FNSの加速器・照射モジュール・試験施設等に関する工学設計、核融

合炉構造材料の標準化活動、構造規格に関する予備検討
◎

9. 安全性 安全規制法令に関する予備検討 ◎

10. 稼働率と保守 保守・保全計画の検討 ◎

11. 計測・制御 原型炉に向けた計測器の検討・開発 ◎

12. サイト整備

13. 社会連携 14
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原型炉実現に向けた基盤整備（人材育成）

 フュージョンエネルギーの実現には、長期にわたる研究開発が必要であり、そのためには連続的かつ長期的な人材育成・確保が必須。
「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を踏まえ、原型炉開発などに携わる人材を戦略的に育成するとともに、関連人材の母数を
増加させるため、BA補助金に「原型炉実現に向けた基盤整備」を新たに措置。

 原型炉研究開発に必要な人材確保に向け、「核融合エネルギー開発の推進に向けた人材の育成・確保について（核融合科学技術
委員会）」の議論も踏まえ、大学共同利用機関である核融合科学研究所(NIFS)を中核機関として、共同研究ネットワークや各国との
協力事業の枠組みなども活用し、大学間連携による総合的な教育システムを構築する。併せて、大学院教育と国内外の大型研究装
置との連携を促進するため、量子科学技術研究開発機構(QST)等とも連携し、JT-60SA/ITER等を活用した人材育成を実施。

 人材育成の進捗や取組状況については、核融合科学技術委員会 原型炉開発総合戦略タスクフォース等において、随時確認。

令和６年度予算額 526百万円の内数（案）
※BA補助金「原型炉実現に向けた基盤整備」の内数

教育プログラム

大学 大学 民間企業

欧IO米 英 韓

LHD

D-IIID

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ K-STAR

炉工学施設プラズマ施設

施設ITER

NIFS JT-60SA
JIFSQST

人の流れ

研究・実験施設

学会

原型炉連携

＜イメージ図＞

【参考】フュージョンエネルギー・イノベーション戦略（令和5年4月14日 統合イノベーション戦略推進会議決定）
• 将来のキャリアパスを明確化し、フュージョンエネルギーに携わる人材を産学官で計画的に育成すること【文】
原型炉開発などのフュージョンエネルギーに携わる人材の戦略的な育成のため、原子力分野等を含む産業界やアカデミアからの若手人材を、ITER計画や
JT-60SA等の国内外の大型計画に対して派遣する取組を推進する。その派遣された人材が、継続的にフュージョンエネルギーのポストで活躍するといった
人材の流動化が起きるよう、所属機関でのポジションを維持したまま派遣するなど、キャリアパスに配慮する。

• 国内大学等における人材育成を強化するとともに、他分野や他国から優秀な人材を獲得する取組を行うこと【文】
少子化により人材が不足している日本において、フュージョンエネルギー人材の母数を増加させるため、核融合科学の学際化を進めて幅広い頭脳循環を
実現することで、他分野や海外から人材を獲得する。複数大学からの学生や若手研究者、海外からの人材等が参加し、フュージョンエネルギーに関して
俯瞰的に学習できる教育プログラムの提供に向けた検討を進める。
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論点案（他分野や海外から人材を獲得すること）

核融合コア人材と核融合周辺技術の人材育成は分けて考えるべきではな
いか。

特に、核融合周辺技術（具体的には炉工学）の人材育成を支援すべ
きではないか。その際、核融合炉工学は原子力工学を含む部分が大き
いため、クロスカッティングした育成をしてはどうか。

入口としては核融合に興味を持ってもらい、原子力技術を踏まえた上で
核融合を学ぶプログラムを構築してはどうか。アウトリーチの初期の段
階では核分裂と核融合を切り離したとしても、人材育成の出口戦略や社
会受容性向上の観点からはリンクさせた方がよいのではないか。

他分野との人材流動を起こす観点では、原子力以外にも、どのような分野
の巻き込みが考えられるか。

学部や修士で核融合の研究をしていて民間企業に就職した人材が、再び
核融合に戻ってくることを促すためにどのような育成が必要か。

核融合は面白そうという雰囲気、ストーリーを見せることと、そこから多様
なキャリアパスに繋がり得るという具体例の提示が重要ではないか。

18
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論点案（核融合を俯瞰的に学習できる教育プログラムを提供すること）

教育プログラムのターゲットをどうするのが良いか。核融合を専門としない人
（学部生、高専生等）と、核融合を専門としている人（大学院生、企業人
等）で求められるプログラムは異なるが、両方が必要なのではないか。

各大学が得意な分野があるため、それを上手く持ち寄って講義や共同研
究を推進することによって、教育プログラムを構築してはどうか。

今はオンラインも効果的に活用でき、大学をまたいだ講義やカリキュラムを
実施しやすいので、分野横断的な教育を実施しやすいのではないか。博士
課程についてはITER機構参画極との相互教育プログラムも効果的
ではないか。

教育のために研究設備を利用できる環境をつくるべきではないか。
座学だけでなく、国内外の核融合関係の機関で実習あるいは研究を行う
ことも効果的なのではないか。
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（１）大学間連携による総合的な教育システムの構築
 核融合は複数分野に跨る学際的な分野であり、原型炉開発を担う人材を継続的・安定的に育成・輩出するためには、フュージョン
エネルギーに関して、俯瞰的に学習できる教育プログラムを提供することが重要。また、大学院教育と国内外の大型装置との連携を
促進し、国内外の大規模研究施設での研究・実験に参画する機会を拡大することにより、専門性の向上や普遍的な技術力の獲得、
人脈の形成なども期待される。

 そのため、大学共同利用機関である核融合科学研究所(NIFS)を中核機関として、共同研究ネットワークや各国との協力事業の
枠組なども活用し、国内外の大型装置研究や関連学会、核融合産業協議会等との協調により、総合的な教育システムを構築。
その際、大学等の履修制度や参加者の関心、技術の動向等に配慮し、教育プログラムの設計段階から大学等と密に調整を行う。

〇具体的な取組の方向性

令和６年度予算額 526百万円の内数（案）
※BA補助金「原型炉実現に向けた基盤整備」の内数原型炉実現に向けた基盤整備（人材育成）

【参考】核融合エネルギー開発の推進に向けた人材の育成・確保について（平成30年3月28日 核融合科学技術委員会）
• 大学間で連携した総合的な核融合教育システムの構築（大学）
日本では世界的にも第一線の著名研究者が各大学等に在籍する一方、それらの大学等が日本全国に分散しているために各大学等の核融合研究
・教育は比較的小規模に行われていることが多い。そのような状況の下でも、各大学等で強みや特色のある研究教育を打ち出し、これまで多くの人材
が輩出されてきた。しかし、原型炉は総合工学であるため、その開発を牽引する人材は核融合技術を俯瞰的に見ることが、これからは必要となってくる。
そのような幅広い知見の基礎となる大学院教育を実施するには、各大学等の強みや特色は活かしつつ日本全国の研究者が連携して実施する、質の
高い総合的な核融合教育システムの構築が期待される。

• 大学院教育と国内外の大型装置との連携促進（大学、研究機関、JADA）
LHDやJT-60SA、激光XII号などの国内大型装置、ITER等の海外大型装置と、大学の連携促進を期待する。NIFSでは大学共同利用研究員
制度、連携大学院制度、大阪大学レーザー科学研究所は共同利用・共同研究拠点としての制度が既に整備されており、必要に応じてより有効に利
用されるための制度の見直し・拡充を実施することが望まれる。QSTでは共同研究、実習生や連携大学院生の受け入れなどの制度があり、これらを通
じたさらに柔軟な大学院受け入れのための環境整備が望まれる。これらの装置では、共同利用のほか、実習受け入れ等も学生にとって貴重な経験の
機会となる。また、共同研究ネットワーク等を利用した、大学・研究機関の枠を超えた強固な連携の枠組みを構築するための制度整備を、全日本的に
推進することが望まれる。ITER計画では学部学生、修士課程学生、博士課程学生それぞれに応じたインターンシップ制度があり、定期的に大学生・
大学院生への周知を行い、積極的な利用を促すべきである。
所属する組織外で研究開発をすることは、専門性を高める点や充実した設備を使えるなど環境や技術的な点でメリットがあるだけでなく、多くの人との
議論や交渉をすることで、他者を理解する能力や、置かれた状況の判断能力、調整・交渉能力、議論の運び方など、組織の中でリーダーシップをとるた
めに必要な能力を養うことにも繋がる。更に、若いうちに海外の組織で経験を積むことで、グローバルな視点を養うことも期待される。
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（２）JT-60SA国際核融合スクール(JIFS)の強化
 JT-60SAは、茨城県の量子科学技術研究開発機構(QST)那珂研究所にある、
日欧が共同建設した、現時点では世界最大のトカマク型超伝導プラズマ実験装置。
昨年10月23日、初めてプラズマを生成。

 2023年9月、将来の核融合研究開発を担う人材の育成、国際ネットワークの構築を
目的として、日欧の学生や若手研究者を対象とした「JT-60SA国際核融合スクール
(JIFS)」の第1回を開催。

 2023年12月1日、JT-60SA運転開始記念式典の際に、盛山文部科学大臣と
シムソン欧州委員が署名した「共同プレス声明」に従い、実習内容等を強化する。

〇具体的な取組の方向性

令和６年度予算額 526百万円の内数（案）
※BA補助金「原型炉実現に向けた基盤整備」の内数原型炉実現に向けた基盤整備（人材育成）

【参考】フュージョンエネルギーに関する文部科学大臣とエネルギー担当欧州委員の
共同プレス声明（仮訳）（2023年12月1日）

最後に、両者は、若手科学者及び技術者を訓練するとともに、将来フュージョンエネルギーを
実現するために必要な人材を育成するために、2023年9月に成功裡に開校したJT-60SA
国際核融合スクール（JIFS）を共同で強化していく意思を表明した。

【参考】第1回JT-60SA国際核融合スクール(JIFS)の概要
主  催：QST、EUROfusion
日  程：2023年9月4日～15日（2週間）
参加者：日欧、各10名（博士及びポスドク）
講師陣：日欧、ITER機構から第一線の研究者24名の講師で構成
内  容：プラズマ物理・核融合工学に関する講義や実習等を実施
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（３）ITER機構との連携による人材育成・流動性向上
① ITER計画に参画する人数の増加
 世界最大の核融合炉を建設中のITER計画に参画する人数を増加させることで、将来の原型炉建設に向けた知見を手に入れる。
 そのため、ITER機構が整備している人材派遣制度の更なる活用を含め、学生や若手研究者・技術者をより多くITER機構に派遣
するための仕組みを設計。また、他極と比べて相対的に少ない日本人のITER機構職員等の数を増やすための取組を実施。

②ITER国際スクール(IIS)の開催
 「ITER国際スクール(IIS)」は、2007年以降、各極の学生や若手研究者を対象に、南仏または各極において、計12回を開催。

ITER機構やエクス＝マルセイユ大学、各極の大学・研究機関が連携し、 ITER計画の成功に不可欠な幅広いテーマを議論。
 2024年のIISのホストは日本が務め、大学共同利用機関法人である核融合科学研究所(NIFS)が大学等と連携して実施予定。

ITER参加7極の学生や若手研究者が日本に集結し、合宿形式で核融合の専門分野について学ぶとともに、国際的な人脈を形成。

【参考】ITER機構で学ぶ／働くための既存制度等
• インターンシップ（2024年応募期間：2/1～2/29）
＜2023年の例＞
対象：中高生、学部、修士、博士 ・2ヶ月未満～4年 ・理工系、事務系 ・手当・旅費

• ITERポスドク研究員（不定期公募、任期2年、ジョブ型公募、10名程度）
• モナコ公国ITERポスドク（2024年応募期間：1/15～2/29）
• ITER機構職員（不定期公募、任期5年・更新可能性あり、ジョブ型公募）
• ITERプロジェクト・アソシエイツ(IPA)（不定期公募、任期最大4年、出向制度）

〇具体的な取組の方向性

令和６年度予算額 526百万円の内数（案）
※BA補助金「原型炉実現に向けた基盤整備」の内数原型炉実現に向けた基盤整備（人材育成）

【参考】前回の日本開催時（2008年7月22日～25日）の概要
・開催場所：九州大学 ・参加学生：10ヶ国から136人（うち日本98人）
・講師：5ヶ国と1国際機関から15人 ・テーマ：「プラズマからトリチウムの閉じ込めまでを総括するトカマクの科学」
※プラズマ・核融合学会の「プラズマ若手夏の学校」との合同開催

https://www.fusion.qst.go.jp/ITER/staff/jobs.html
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1. 基本方針
・ 原型炉開発に必要な研究開発体制を構築するためには、学際化を進めて，核融合研究にコミットする人材を格段に増加さ 

せる必要がある。そのために、他分野の若手専門家や企業従事者を対象に核融合に関する学び直しの機会を提供し、広い
科学技術分野の人材の新規参入を促す。

2. 事業提案
〇 R5.4.14 内閣府「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」(R5.4.14)を踏まえた

人材育成の実施。
(R5.5.20第29回TFやR5.11.7第36回科学技術委員会の配布資料にも掲載）

・ 「更なる広がりを持ちうることに加えて、多くの未解決課題を持つがゆえのイノベーション
の不確実性から、引き続き、幅広い分野の知的創造活動である学術研究を推進する。」

・ 「国内大学等における人材育成を強化するとともに、他分野や他国から優秀な人材を
獲得する取組を行うこと：
フュージョンエネルギー人材の母数を増加させるため、学際化を進めて幅広い頭脳循環
を実現することで、他分野や海外から人材を獲得する。」

〇 Fusion Science School （FSS）を実施
【概要】
・ 現在進められている原型炉・核融合研究の種々のテーマにおいて、関連する他分野の若手研究者に対して講義等を行い、

その核融合テーマに関連する研究への参入を誘起させ、核融合コミュニティに取り込むことによって人材の拡張を図る。
・ そのため、核融合研究・原型炉開発で行われている研究内容を他分野の研究者にもわかるような分節化したテーマを

用意する。
【オールジャパン体制】
・ 原型炉人材育成はオールジャパンでの取り組みが必要。
・ NIFS及び大学の研究者からなる運営委員会を設置し、Fusion Science Schoolの企画、運営等について議論を行う。
・ 大学は各スクールの企画・運営を担当することや、講師派遣、受講者募集等を通じて参画する。
・ NIFSは全体の取りまとめを行い実施を支援する。場合によっては、個々のスクールの企画・運営も担う。

原型炉開発における人材育成－NIFS案 （1）
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【実施内容（案）】
・ 1～2週間×２～3回／年程度、合宿形式で実施。
・ 分節化された研究テーマについて、国内外の他分野の専門家と関連する核融合専門家をペアにした講義。
・ 講義に基づいた研究面での接点や研究課題、未解決の問題点に関して、パネルディスカッションで講師・受講者間で議論。
・ 個々の受講者による研究発表、議論・交流、 開催場所によっては、研究施設等を利用した実習も検討。
・ 受講対象者（約20名）：国内外の若手研究者、企業従事者、ＰＤ、大学院生・・・現職のまま核融合研究へ参入が可能

（学術交流を図るため核融合研究受講者を全体の1／4～1／3程度含む）
・ 実施日程例（休日含め10日間を想定した場合）

【アウトカム】
・ 他分野研究者に専門知識や技能の核融合関連テーマへの適用を誘起させることにより、核融合分野への新規参入が期待

される。
・ 新たな人脈を形成することによって異分野間での拡張と融合が可能になり、研究者間での新しい共同研究のシーズを創生

できる。
・ 次年度以降のJIFSやITERスクール等の事業参加への動機づけや入口となり他分野研究者の積極的な参加が期待される。
・ 他分野のPD、DCにとって核融合関連分野のキャリアパスを検討するきっかけとなり得る。

原型炉開発における人材育成－NIFS案 （２）
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原型炉実現に向けた基盤整備（アウトリーチ活動）

 フュージョンエネルギーの実現には、社会との情報の共有と不断の対話が必須。そのため、「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」に
基づき設置されたアウトリーチヘッドクォーターについて、 「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を踏まえ、体制を強化するとともに、
アウトリーチ活動の充実を図る。社会的合意を形成するまでの活動内容を、ターゲット層と共に段階的に整理し、戦略的に推進する。

 アウトリーチ活動の進捗や取組状況については、核融合科学技術委員会 原型炉開発総合戦略タスクフォース等において、随時確認。

【参考】 フュージョンエネルギー・イノベーション戦略（令和5年4月14日 統合イノベーション戦略推進会議決定）
・  国民の理解を深めるアウトリーチ活動を実施すること【文】
社会的受容性を高めながらフュージョンエネルギーの実用化を進めていくためアウトリーチヘッドクォーターの体制を強化し、フュージョンエネルギーへの

国民理解を深める活動を推進する。

令和６年度予算額 526百万円の内数（案）
※BA補助金「原型炉実現に向けた基盤整備」の内数

項目 内容
設立 2019年2月

目的
大学及び研究機関が個別に実施している
アウトリーチ活動を集約させ、一体となって
戦略的な活動を実施すること

構成

以下の機関の若干名をもって組織
①核融合科学技術委員会・
原型炉開発総合戦略タスクフォース(TF)
②文部科学省研究開発戦略官付
③量子科学技術研究開発機構(QST)
④核融合科学研究所(NIFS)
⑤大阪大学レーザー科学研究所
※必要に応じ、その他の関係者の協力

運営
•研究開発戦略官付の協力を得て、
QST及びNIFSが共同で運営の庶務

•検討状況は適宜委員会及びTFへ報告

(参考)アウトリーチヘッドクォーターの概要 (参考)年度別のターゲット層と重点度
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【参考】 核融合原型炉研究開発の推進に向けて（平成29年12月18日 核融合科学技術委員会）
6.3. アウトリーチ活動 
核融合エネルギーが国民に選択され得るエネルギー源となるには、核融合エネルギーの特性や有用性・安全性に関し、社会との情報の共有と不断の

対話が必須である。また、核融合エネルギー開発は長期に亘るため、信頼の醸成や人材育成には長期的な観点が必要である。そのためには、原型炉
設計活動を含む国内外の核融合研究開発に関する戦略的アウトリーチ活動が重要であり、日本全体を統括して活動するヘッドクォーターを設立し、
関係機関の協力体制を立ち上げる。そして、国民、産業界、経済界、学術界など立場の異なる多様な視点から、核融合エネルギーの社会的価値の
最大化を目指した連携活動を計画・推進する。国民の信頼を得るためには、 データに基づく安全性の説明だけではなく、適切なリスクコミュニケーション
を継続的に行って、国民の持つ不安や疑問に一つ一つ丁寧に答えて行くことが必要である。マスコミ等を通じた広範囲な情報発信は有効な手段の一つ
であるが、それに加えて教育機関との連携活動や地域の対話集会なども通じ、様々な機会に子供も含む幅広い年代と研究者・関係機関の間で双方
向の理解を深め、信頼の醸成に努めるべきである。さらには、アウトリーチ活動で広く関心をもってもらうことで、他分野の人材が参画するきっかけになり
得ることも意識し、活動を行うべきである。

【参考】 核融合エネルギーに関するアウトリーチヘッドクォーターの開催について（平成31年２月26日制定）
１．趣旨
核融合エネルギーの実現に向け、大学及び研究機関が従来より個別に実施しているアウトリーチ活動について、更に国民的理解を醸成するためには、

統合的かつ一体的に核融合研究開発全般に関する戦略的なアウトリーチ活動を推進することが重要である。このため、「核融合原型炉研究開発の推
進に向けて」（平成29年12月18日科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会）に基づき、戦略的なアウトリーチ活動
を立案し、機動的に推進することを目的として、核融合エネルギーに関するアウトリーチヘッドクォーター（以下「ヘッドクォーター」という。）を開催する。
２．構成
ヘッドクォーターは以下の機関の若干名をもって組織する。ヘッドクォーターには、必要に応じ、その他の関係者の協力を求めることができる。
①科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会及び原型炉開発総合戦略タスクフォース
②文部科学省研究開発戦略官（核融合・原子力国際協力担当）付その他関係部局
③国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
④大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所
⑤国立大学法人大阪大学レーザー科学研究所

３．運営
（１）ヘッドクォーターの庶務は、文部科学省研究開発戦略官（核融合・原子力国際協力担当）付の協力を得て、国立研究開発法人量子科学
技術研究開発機構及び大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所が共同して行う。（２）ヘッドクォーターにおける検討状況
は適宜委員会及びＴＦへ報告し、助言等を求めるものとする。
４．その他
前各項に定めるもののほか、ヘッドクォーターの開催に関する事項その他必要な事項は、別に定める。

原型炉実現に向けた基盤整備（アウトリーチ活動）
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課 題

2023年4月に策定されたフュージョンエネルギー・イノベーション戦略に基づいて、
アウトリーチ活動を推進する必要

同戦略においてアウトリーチ活動について、以下のように記載

現状では、この目的を達成することが困難であり、改善が必要

今後、核融合エネルギーの社会実装に向けて、国民との対話を通した
国民の社会的合意を形成するための活動を行うことが

アウトリーチヘッドクォーターの最大の目的

国民の理解を深めるアウトリーチ活動を実施すること【文】
社会的受容性を高めながらフュージョンエネルギーの実用化を
進めていくため、アウトリーチヘッドクォーターの体制を強化し、
フュージョンエネルギーへの国民理解を深める活動を推進する。

（抜粋）資料４－３
第29回原型炉開発総合戦略TF

令和５年５月30日
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改善の方向性（提案）

全体として
 社会的合意を形成するまでの活動内容を、ターゲット層と共に段階的に整理してはどうか。

各論として
 各段階における実態把握調査の実施
 アウトリーチ活動の方向性を導くことができる専門家の活用
 核融合科学技術委員会や原型炉開発総合戦略TFとの連携強化

（案）原型炉建設までの3段階

国民との
対話の手法の確立

国民との
対話の場の構築

国民との
社会的な合意形成

１ 2 3

（抜粋）資料４－３
第29回原型炉開発総合戦略TF

令和５年５月30日
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令和６年度におけるアウトリーチ活動の活動内容（案）
～アウトリーチHQでの検討を受けて～

（１） サイエンスコミュニケーターによる専門的な支援
①原型炉実現に向けて、リスクコミュニケーションの観点から、国民と適切に意思疎通を図るための手段の検討、

②各機関の求めに応じて、アウトリーチ活動に関する助言を行うため、サイエンスコミュニケーターを活用する。委託
事業やクロスアポイント等により、外部サイエンスコミュニケーターとの連携活動を行う。下記の(2)～(5)においても、
組織的かつ効率的にサイエンスコミュニケーターを活用する。

（２） アウトリーチHQ主催のアウトリーチイベントの開催 （数回程度）
原型炉実現に向けて、国民に周知を図るため、HQ主催によりアウトリーチイベントを行う。大学共同利用機関法人

であるNIFS、原型炉研究開発の主体であるQSTがアウトリーチイベントを開催し、その開催経費の一部を支援する。

（３） 公募による新規アウトリーチ企画 （数回程度）
原型炉実現に向けた各機関におけるアウトリーチ活動を支援するとともに、国全体のアウトリーチ活動の活性化を

図るため、大学、研究機関、学会、産業界等における、各機関のアウトリーチ活動に関する企画を公募し、 開催費用
の一部を支援する。

（４） 実態把握調査の実施 （数年に１回程度）
エビデンスに基づいたアウトリーチ活動を戦略的に推進するため、国民のフュージョンエネルギーに対する認識や

アウトリーチ活動の目標の達成度を把握するための調査を数年に１回程度実施する。調査結果を踏まえ、必要に応じ
て、アウトリーチ活動の目標や活動内容の軌道修正を行い、アウトリーチ活動の向上を図る。

（５） ホームページの改訂等による対外的発信の強化
アウトリーチ活動に使用する教材が不足していることが、活動の遅れにつながることがないよう、フュージョン

エネルギーに関するコンテンツを整理し、ホームページの改訂や新たなコンテンツを作成する。これにより、例えば、
教員が学校で使用するなど、ホームページ上で自由にコンテンツを使用することが可能となる。

上記に加えて、エネルギーフォーラムが実施しているITER/BA成果報告会を、アウトリーチ活動の一環と明確に
位置づけ、一体的にアウトリーチ活動を推進。

以上の活動により、国民との多様な対話の場の形成を進め、原型炉実現に向けた基盤を整備する。 30
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アウトリーチヘッドクォーター
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